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長野市地域包括支援センター事業評価について （案） 

 

                            作成：令和７年２月10日 

 

 

１ 事業評価の目的  

地域包括支援センター（以下「センター」という。）は、地域住民の心身の健康の保

持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、地域住民の保健医療の向上

及び福祉の増進を包括的に支援することを目的としています。1 

また、地域関係者とのネットワークの下、総合相談支援などの包括的支援事業や介

護予防支援等の支援を行うとともに、こうした取組を通じて市と一体となって地域課

題の把握やその対応策の検討等を行うことが期待されています。 

 

センターが地域において求められる機能を十分に発揮するためには、業務負担軽減

を含めた業務改善を推進するとともに、中長期的な視点に立った取組を市が計画的に

進めていくことが重要となっています。 

そのため、センターでは、実施する事業について自己評価を行い、質の向上を図る

とともに業務改善に取組みます。市は、センターの事業の実施状況について評価を行

い「長野市地域包括支援センター運営協議会」（以下「運営協議会」という。）と連携

し、その結果を踏まえて「長野市地域包括支援センター運営方針」（以下「運営方針」

という。）を見直すとともに、「あんしんいきいきプラン２１」を促進します。 

なお、事業評価の結果は、各センターに通知するとともに広く住民に公表します。  

 

２ 事業評価について  

⑴ 国の事業評価と市の事業評価 

ア 国が実施する事業評価（市町村に対する指標と地域包括支援センターに対する指標） 

国が定める事業評価は、国の評価指標に基づき、前年度実績について評価し、

新年度の７月上旬に国に報告し、同年度２月頃、全国の結果（平均値）が市に

送付されます。 

                            
1 「介護保険法（平成９年法律第123号）第115条の46第 1項」参考。 
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令和７年度（令和６年度実績）については、評価指標等が変更となります。 

（※資料２「「地域包括支援センターの事業評価を通じた機能強化について（通知）」の一部改正に   

ついて」を参照） 

イ 市が実施する事業評価（地域包括支援センターに対する指標） 

４月から12月末までの間に実施した事業について、「長野市地域包括支援セン

ター評価基準（以下「市評価基準」という。2）」に基づきセンターが評価し、1

月中旬までに市に報告します。 

市は報告を確認し、必要に応じてセンターにヒアリングを実施します。翌２月

に開催予定の運営協議会にて評価結果等を報告し、次年度の運営方針を決定し

ます。 

また、市は評価結果をまとめた「地域包括支援センター事業評価総括票」を作

成し、各センターに送付します。各センターでは、事業評価を踏まえ、次年度

の事業計画の作成や運営に役立てます。 

 

⑵ 国及び市の評価基準の一覧 

   国及び市の評価基準は以下のとおりです。 

市評価項目は、下図の評価項目から、より具体的な指標項目としています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            
2 「地域包括支援センターの事業評価を通じた機能強化について」（平成30年７月４日老振発 0704第１

号・厚生労働省老健局課長通知）別添１の評価指標に長野市独自指標を加えて作成している。 
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⑶ 評価のスケジュール 

事業評価に関する行程と長野市地域包括支援センター運営協議会との連携を年間 

であらわしたスケジュールは、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 事業評価による効果 

 ⑴ 業務改善と質の向上、機能強化の確保 

次のようにＰＤＣＡサイクルを事業評価によって繰り返すことで、事業の継続

的な業務改善及び効率化につながるとともに、質の向上を確保し、センター自

体の機能強化を図ります。 

 

  

実施した事業（4月～12月）について12月に評価

事業実施 国の集計期間

事業実施
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 ⑵ 公平性、中立性の確保 

     センターが地域から求められている姿について、事業評価を繰り返し、その

結果を公表することにより、公平性及び中立性を確保します。 

 

【参考】 

(根拠法令)  

介護保険法 

発令  ：平成9年 12月 17日号外法律第123号 

 

（地域包括支援センター） 

第百十五条の四十六 地域包括支援センターは、第一号介護予防支援事業（居宅要支援

被保険者に係るものを除く。）及び第百十五条の四十五第二項各号に掲げる事業（以下

「包括的支援事業」という。）その他厚生労働省令で定める事業を実施し、地域住民の

心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医

療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とする施設とする。 

２～８ 略  

９ 市町村は、定期的に、地域包括支援センターにおける事業の実施状況について、評

価を行うとともに、必要があると認めるときは、次条第一項の方針の変更その他の必

要な措置を講じなければならない。 

10～12 略  

  

（省庁通知） 

・平成30年７月４日 老振発 0704第１号（厚生労働省老健局課長通知） 

「地域包括支援センターの事業評価を通じた機能強化について（通知）」 

 

・令和６年６月７日 老認発0607第１号 

（厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長通知） 

「地域包括支援センターの事業評価を通じた機能強化について（通知）の一部改正に

ついて」 
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